
那覇市保健所からの業務継続計画（BCP）の策定の早期着手のお願い  
～令和４年度 那覇市介護サービス事業者説明会（集団指導）資料～ 

那覇市保健所 保健総務課 感染症グループ 
 
１．目的 
 厚生労働省サイトにある研修動画等を紹介させていただき、施設等の事業者の皆様が業務継続計画（BCP）
の策定への理解と、実際の対応での利用をすすめさせていただきます。 
 
２．背景 
令和２年１月 新型コロナウイルス感染症の対応開始。 
令和４年９月 国が「Withコロナに向けた政策の考え方」を発表。 
  発生届の届出対象が限定される（65歳以上、入院、治療、妊婦等）。 
  届出対象外の感染者については、医療機関等からは人数や年代の報告のみとなる。 
  届出対象外の感染者は沖縄県 陽性者登録センターに感染者自身で登録いただく。 
  施設職員が感染していることを保健所が把握できなくなり、施設から連絡をいただくことになる。 
令和４年11月 業務継続計画の策定の早期着手の通知文（那福ち第758号）をちゃーがんじゅう課と発出。 

 
３．那覇市保健所の対応や考えの紹介（今後変更の可能性があります） 
保健所の対応や考え方は国や県の方針にそっています。令和４年１月より家庭内や一般業種では疫学調査を

中止していますが、高齢者や高齢者施設等の疫学調査は国の通知に基づき継続しています。 
感染症対策が行き届いている病院内でも感染者の発生を認めることから、感染を防ぐことは難しいです。 
感染者が発生しても業務（事業）継続ができる体制の整備が重要と考えています。 

 
４．参照いただきたいサイト 
〇社保審 介護給付費分科会第199回資料「令和３年度介護報酬改定の主な事項について」 
「感染症と災害への対応力強化」の目的から、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、

訓練（シミュレーション）の実施等が義務づけられています。経過措置期間があります。 

 https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000727135.pdf 
 
☆厚生労働省「介護施設・事業所における業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修」 
 業務継続ガイドラインや研修動画、計画のひな型が準備されています。

 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html 
 
５．保健所からの提案 
□ 基本的な感染症対策の継続をお願いします。 
□ 業務継続ガイドラインや計画のひな型をご覧ください。 
□ 施設の皆様への周知をお願いします。 
□ 研修動画を施設の皆様でご覧ください。 
□ 委員会などのチームや複数の皆様で定期的な対応（計画策定、周知、研修、訓練）を検討ください。 
□ クラスターが起こった後は、必ず施設内で総括し、業務継続計画の改訂に活かしてください。 

 
６．結語 
 業務継続計画の策定は感染症対策とあわせて、自然災害対策についても求められています。 
 義務化については、令和６年３月までの３年間の経過措置期間を設けられていますが、早めに感染症対策の

業務継続計画を策定し、実際の対応で利用してください。 
 
 最後になりますが、公共サービスを提供していただいている事業者の皆様への感謝と敬意を、また永眠され

たサービス利用者の皆様への冥福を祈らせていただきます。 
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【参考１】感染（疑い）者発生時 対応フローチャート（入所系） 
                           業務継続ガイドライン10ページを一部改変（注） 

 
〇「平時対応」を備えることで、感染者や感染疑い者が発生した場合でも、「初動対応」から開始することがで

きます。「平時対応」を備えていないと、感染した職員は休職される状況で、残された職員で「平時対応」を含

めた業務を行うことになり、非常に大変になることが予想されます。 
（注）「業務継続ガイドライン」は令和2年12月発行ですので、現在の対応が変更となる内容もあります。 
 
 
【参考２】第193回 沖縄県 新型コロナウイルス感染症対策本部会議 （令和５年１月12 日） 
         資料２ ７ページより抜粋 

 

〇沖縄県の資料でも「事業継続計画（BCP）の策定」について言及されています。 
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